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第 71 号令和7年1月20日

全法連では、令和7年度税制改正に向け、政府・政党に対して提言活動を行いました。
燕西蒲法人会は、地元選出の国会議員、燕市、弥彦村に対して提言活動を行っています。

〈令和7年度税制改正に関する提言（要約）〉  ̶ 抜粋 ̶

《基本的な課題》
Ⅰ．税・財政改革のあり方

行動する法人会

・財政健全化は国家的な課題であり、日本経済の将来に
わたる持続可能性を高めるためにも本格的な歳出・歳
入の一体的改革を進めることが重要である。
１．財政健全化に向けて
・「金利のある世界」が現実に到来する中で、今後の金
利上昇に備えて財政健全化が必要である。
（1）本年６月から始まった定額減税は、その制度設計
が複雑すぎた事もあり、企業や地方自治体に多大な
事務負担を強いる事になった。与党内には物価高な
どを背景に来年も継続するように求める声もある
が、政策効果が不透明で企業の事務負担が重い減税
は継続すべきではない。

（2）こども･子育て政策（加速化プラン）として､２０２８
年度までに年間３.６兆円の予算規模とする方針だ
が、この財源は社会保障の歳出改革や医療保険料に
上乗せして徴収する「支援金制度」などで賄うとし
ている。医療保険料への上乗せ負担は、現役世代へ
の実質的な隠れ増税と言える。政府は負担の議論か
ら逃げず、消費税を含めた安定的な財源確保策を検
討し、持続可能な社会保障制度の確立と財政健全化
の両立を目指すべきである。
２．社会保障制度に対する基本的考え方
・社会保障のあり方をめぐっては、「自助」「公助」「共助」
の役割と範囲を適正に見直すほか、公平性の視点も重
要である。医療保険の窓口負担や介護保険の利用者負
担などの本人負担については、高齢者においても負担
能力に応じた公平な負担を原則とする必要がある。
・中小企業は物価高騰に直面する中で、最低賃金の大幅
な引き上げや物価上昇を上回る賃上げが求められてお
り、厳しい経営を強いられている。企業に対する過度
な保険料負担を抑え、経済成長を阻害しないような社
会保障制度の確立が求められる。
・配偶者控除等の税の問題や年金等の社会保障の問題
は、就労調整が行われる一つの要因であり、人手不足
に直面する中小企業にとって重要なテーマである。女
性の就労を支援する政策を含め、税と社会保障の問題
を一括して議論する必要がある。
３．行政改革の徹底
・国民の政治に対する不信感は極度に高まっていると厳
しく認識し、政治資金規正法の不断の見直しなどに取
り組み、政治資金に関する透明性の向上や適正化、罰
則の厳格化を図るべきである。
・行政改革を徹底するに当たっては、地方を含めた政府・
議会自らが「まず隗より始めよ」の精神に基づき、率
先して身を削らなければならない。
４．マイナンバー制度について
・国民の利用が広がらない背景には、マイナンバーカー
ドを通じた個人情報の漏洩に強い懸念を持っていると
認識すべきである。第三者による悪用を防ぐためのプ
ライバシー保護などに努め、制度の適切な運用が担保
される環境を構築することで国民の不安を払拭し、信
頼の回復に努めなければならない。

・着実な賃上げや最低賃金の大幅引き上げが迫られる中
で、賃上げ原資を生み出すために原材料費や光熱費など、
上昇するコストの適正な価格転嫁が大きな課題となって
いる。円滑な価格転嫁や下請けいじめの排除に向け、中
小企業庁や公正取引委員会などによる取引監視体制の
強化が求められる。必要に応じて下請法の改正など、
実効性のある取り組みを進めなければならない。
・人手不足や継続的な賃上げなど中小企業の構造的な課
題を解決するには、中小企業自らの経営改革も重要に
なる。そのためには生産性の向上や付加価値の創出に
向け、力強い政策的な支援が欠かせない。
１．中小企業の活性化に資する税制措置
・地方創生の観点からも政府と自治体が緊密に連携しな
がら、地域の中小企業に元気を与えるような税制措置
を強く求める。
　1. 法人税率について
近年、大法人に適用される法人税率を引き上げる動
きがあるが、経済情勢等に鑑み、慎重に検討するこ
と。

　2. 法人税率の軽減措置
中小法人に適用される軽減税率の特例１５％を本則
化すべきである。また、昭和５６年以来、８００万円
以下に据え置かれている軽減税率の適用所得金額
を、少なくとも1，６００万円程度に引き上げること。
なお、直ちに本則化することが困難な場合は、令和
７年３月末日となっている適用期限を延長するこ
と。また、小法人に適用される軽減税率まで引き上
がることのないよう配慮すること。

　3. 中小企業の技術革新など経済活性化に資する措置
租税特別措置については、公平性・簡素化の観点か
ら、その政策目的を達したものは廃止を含め整理合
理化を行う必要がある。ただし、中小企業の技術革
新など経済活性化に資する税制措置については、以
下の通りに制度を拡充したうえで本則化すること。 
・中小企業投資促進税制措置
・少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置
・中小企業等の設備投資支援措置
・中小企業の事務負担軽減措置
２．事業承継税制の拡充
中小企業が相続税の負担等によって円滑な事業の承継
ができなくなれば、社会・経済の根幹が揺らぐ事にな
る。
（1）事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業
承継税制の創設

（2）取引相場のない株式の評価の見直し
（3）相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
３．消費税への対応
・政府は軽減税率制度とインボイス制度について、国民
や事業者への影響のほか、低所得者対策の効果等を検
証する必要があり、問題があれば制度の是非を含めて
その見直しを求める。
(本編についてはホームページをご参照願います)
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７つの間違い探し
※左の絵と右の絵には相違点が７か所あります。

間違っている箇所をマジックで〇を付して、FAX･Eメールまたは事務所へご持参して、応募ください。

見つかり
ますかな？

応　募　先 公益社団法人 燕西蒲法人会事務局
〒959-1289 燕市東太田 6,856 番地　燕商工会議所新館3F

FAX ：0256-64-2113
E-mail:tsubameho@cronos.ocn.ne.jp※住所・氏名・連絡先をお忘れなく

前回70号の間違い探しの回答は　①工藤の口（左上）②雲柄の大きさ（中上）③フサの長さ（中上）④花魁の鉢巻き（右上）
⑤牡丹の向き（中央）⑥小林の力紙（中央）⑦小林の目線（中央）でした。　正解の３名様にはクオカードを贈呈させて頂きました。
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